
国　籍
国籍別の生活保護受給世帯と受給率

日本

※総務省平成27年国勢調査人口等基本集計結果と厚生労働省被保険者調査
　平成27年7月末現在より算出しています。
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～皆さんが、ご自身で考えて行動されるきっかけづくりを～　

　永住資格を得た人が生活保護を受給するケースが多くあ
りますが、最高裁により「生活保護法が適用対象とする「国
民」は日本人を意味し、永住外国人にも準用される根拠は
見当たらない」と判断されています。( 平成 24 年 ( 行ヒ ) 第
45号裁判の判決文 )　

　しかし、昭和29年５月に出された厚生省の通知に基づき、
多くの地方自治体では「当分の間、特別永住者等外国人へ
も準用」とし、多くの外国籍の人が日本の生活保護を受給
しています。
　厚労省の厚生統計要覧(令和３年度 )によると、約 46,000
世帯 67,000 人の外国人が生活保護を受給しており、自民党
の片山さつき議員によると年間で約 1,239 億円が支給され
ているそうです。 ※国は支給額の合算をしていない。
011 年には、中国国籍の方が入国して外国人登録が認めら
れた直後に生活保護申請を集団で行うという事例が発生、
１人の登録が認められた後、親戚と名乗る 30 人以上が追加
申請したとのことです。
「素行が善良であること」「生計を立てられること」
「国益に合致すること」
　外国人が日本で永寿許可を得る条件は、入管法で上記の
ように定められていますが、和 3 年 12 月 17 日の参議院予
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算委員会において、自民党の小野田紀美議員の質問に対し、厚
生労働大臣・金子恭之氏が以下のように答弁されました。
「許可の取得後、これらの条件を満たさなくなっても取り消され
る仕組みにはなっていない」
　つまり受給開始後に日本を離れても生活保護の支給が停止さ
れず、手続きが必要な時だけ日本に入国して窓口を訪れ、すぐ
に帰国してしまっても需給を続けられることになるのです。
　また、在留期間が過ぎた外国籍の人が難民申請をして生活保
護を求めるというニュースもたびたび報道されますが、2023 年
1 月、中国領事館は日本で中国人が居住する地方自治体宛てに
「海外定住の中国人を対象とする経済支援制度がないので保護ま
たは援護を求める」ための書面を送りました。日本が支援する
理由がありませんが、このような姿勢を示す国々と交流を続け
るには最善の注意が欠かせません。

在留資格（入管法別表第二の上欄の在留資格（居住資格））

出入国在留管理庁サイトより

在留資格 法務大臣が永住を認める者 該当例 在留期間

永住者 法務大臣から永住の許可を受けた者
（入管特例法の「特別永住者」を除く。）

法務大臣が永住を認める者 無期限

日本人の配偶者等 本邦において有する身分または地位 日本人の配偶者・子・特別養子 ５年，３年，１年又は６月

永住者の配偶者等 永住者等の配偶者又は永住者等の子
として本邦で出生しその後引き続き
本邦に在留している者

永住者・特別永住者の配偶者及び
本邦で出生し引き続き在留している子

５年，３年，１年又は６月

定住者 法務大臣が特別な理由を考慮し一定の
在留期間を指定して居住を認める者

第三国定住難民、日系３世、中国残留邦人等 ５年、３年、１年、６月又は法務大臣が個々に
指定する期間（５年を超えない範囲）

年間約1239億円と試算された外国人生活保護の支給について年間約1239億円と試算された外国人生活保護の支給について
ぜひ、ご自身で調べてみてください。

　私たちの大切な祖国である日本は、今、様々な問題を抱え、

重大な危機に直面しています。

　食料の確保と品質の安全性、外交／安全、疫病、収入の減少

など、数え上げればキリがありません。

　このままでは平穏な暮らしが続けられなくなるような深刻な

状態ですが、そのような将来を迎えないためにも、私たち自身

が真剣に考えて行動しなければなりません。「どうせ変わらない」

と諦めていては、ますます悪くなるばかりです。

　私たちの先輩方が大切に育んできてくださった日本を、良い

形で次の世代へ繋ぐために、自分たちにできることをやってい

きたいですね。

　私たちの先祖が育んできた日本を次世代に繋ぎましょう。

諦めずに行動しよう

参政党の３つの重点政策

・探究型のフリースクールを地方自治体が作れるようにする法改正。

・自ら仕事をつくり、収入を他者に依存せず、管理されない人生が設計できる公教育の実現

・国や地域、伝統を大切に思える自尊史観の教育

・外国資本による企業買収や土地買収が困難になる法律の制定

・外国人労働者の増加を抑制し、外国人参政権を認めない。

・個人情報と通貨発行権を守るための新しいデジタル政府通貨の導入
 （松田プラン）

・医療資源の適正配分による、膨張する医療費の抑制

・農薬や肥料、化学薬品を使わない農業と漁業の推進と食品表示法の見直し

・先人の知恵を生かした日本版 SDGs の推進
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参政党は、以下の 3つの項目を重点政策として掲げています。参政党は、以下の 3つの項目を重点政策として掲げています。

・食料自給率について
　日本の食料自給率は、公表されている数値よりかなり低く、危機的な状況です。

　
・農薬の基準について
　海外では禁止されている農薬が日本で使われていることをご存じでしょうか？

　
・移民の受け入れについて
　多くの移民が日本に流入し、仮に100万人が特定の都市に移転してきたらどうなるでしょう。

　
・超過死亡について
　年間の死亡者数を前年と比べ、増加した場合を「超過死亡」と言います。昨年は17万人でした。

　
・「領海」と「非核三原則」
　領海は12海里（約22km）なのに、18.7kmの津軽海峡を外国籍船が通過できる訳

　
・外国人生活保護
　年間1200億円の外国人への生活保護。他の国では考えられません。

　
・戦後日本の歴史教育について
　私たちが教わってきた日本の歴史教育は正しかったのでしょうか？

　
・国まもりについて
　「武力に依らない平和」が実現できるのでしょうか。

私たちは次のような事柄を心配しています。

日本が抱える様々な問題を、
皆さんおひとりおひとりが
ご自身で考えることが、
日本をより暮らしやすい国へと
変えていきます。
参政党に参加しなくても大丈夫です。


